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本稿は､ アメリカ通学制聾学校史研究における研究視点とその変遷を整理するとともに､

そのような視点から研究が行われた教育的､ 社会的背景について明らかにすることを目的

とする｡ 日米の研究を対象に検討した結果､ アメリカでは1920年代～1950年代の聾教育再

編期､ 特殊教育確立期の研究は沿革史的研究が中心で､ その後は､ 1975年の��94�142施

行の学校措置への影響を検証する視点からの研究が少数見られた｡ 1980年代からは聾教育

史を手話・聾者復権的視点から編纂する意図による研究が行われ､ しばらく聾児のインク

ルージョンを強力に批判する研究が行われるが､ 1990年代半ばからは多様性に寛容なイン

クルージョン理念の世界的普及を背景に､ 一次資料､ とくに聾者によるメディアの資料等

を用いて､ 通学制聾学校史を捉え直す研究が行われた｡ 一方､ 日本では､ 1970年代～1980

年代は､ 特殊教育分野での統合教育の試行､ 聾教育分野での口話法の改良の機運を背景と

して､ 研究がなされた｡ 1990年代からは､ 公立学校問題､ 都市社会問題と関連づけながら､

聾の特殊学級として通学制聾学校に着目する研究が着手される｡ さらに､ 2000年代に入る

と､ 複数都市の横断的検討によって資料の制約を補完する方法論の下､ 一次資料を用いた

研究が始まる｡ この時期の研究の背景には､ インクルージョンが進展する中で､ 特殊教育､

とりわけ特殊学級の再評価が必要になってきたことが挙げられる｡

������

本稿は､ アメリカ合衆国 (以下､ アメリカ) に19世紀第四四半期に創設され20世紀前半に渡っ

て発展した通学制聾学校の歴史研究において､ その研究の視点がどのように変遷し､ そのよう

な視点からの研究が行われた教育的､ 社会的背景とは何かを明らかにすることを目的とする｡

本稿で通学制聾学校史の研究について整理する理由は､ 以下のようである｡ アメリカの聾教

育制度は､ 1817年にコネチカット州において創設され､ 50年余りのうちに全米に拡大した寄宿
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制聾唖学校によって整備される｡ しかし､ この種の学校の多くは州に１校であったため､ この

寄宿制聾唖学校に内在する問題､ すなわち家庭や地域からの分離､ 早期教育の困難､ 社会適応

の困難､ 学校の過密化等を背景に､ 19世紀後半には寄宿制学校の刷新が求められるようになっ

ていた｡ 新しいタイプの聾学校として､ 1869年に､ 最初の通学制聾学校 (���������	�
���

���	) がペンシルベニア州､ マサチューセッツ州に創設され､ 以後､ 中西部諸州の都市部を

中心に発展し､ 20世紀に入ってもなお拡大を続けた｡ この通学制の学校は､ 寄宿制聾唖学校と

異なり､ 聾児を母親､ 家庭､ 地域から分離させずに､ 早期から公立学校内の学級へ通学､ ない

し公立学校制度に位置づけられる独立校型の聾学校へ通学させることを可能にしたのであった｡

つまり､ 通学制聾学校は､ 障害児が地域に生活し､ 地域の学校へ通い､ 将来は地域社会に参加

していくことを標榜した学校であり､ このような学校の研究について整理することは､ 近年､

障害児の教育場面でのインクルードを手段として障害者の社会への完全参加を目指すインクルー

ジョンの実現に向けた､ 教育理念上､ 教育方法上の様々な問いを考えていく際に､ なんらかの

寄与があると思われるからである｡

また､ 研究視点の変遷とその背景について着目するのは以下のような理由からである｡ 聾教

育研究は､ 手話法と口話法という教授法あるいはコミュニケーション・モードの是非､ 寄宿制

聾学校と通学制聾学校という学校措置の是非､ 聴者への同化 (���
�
���
��) と聾者への同一

化 (
����
	
���
��) の是非などの重要視されてきたテーマにおいて､ 研究の視点と結果がそ

の時代の流行に影響を受ける傾向が強くあるからである｡ したがって､ 聾教育研究を評価する

際は､ その当時の教育的・社会的背景､ そして聾教育における教授法､ 学校措置等の重要テー

マにおける流行を同定した上で､ 研究の評価をすることが求められるのである｡

対象とする研究は､ アメリカ本国の研究とともに､ 戦後よりアメリカの障害児教育制度に関

する研究を蓄積してきた日本の研究者による研究に絞ることとする｡ それらの研究が対象とす

る時期については､ 通学制聾学校が創設された19世紀第四四半期より､ その発展が収束し通常

の学級へのメインストリーミングに取って代わる1970年代～1980年代頃までを対象とした研究

を扱う｡ 構成は､ まず第二章でアメリカの研究について､ 次に第三章で日本の研究について､

それぞれ時代順に研究視点とその背景について検討するとともに､ それらの研究の意義と課題

を整理する｡ 最後に第四章で､ まとめと今後の課題について述べる｡

用語については､ 以下のように定義する｡ まず､ 聾､ 聾唖については､ 聾唖 (聞こえず喋れ

ない) 者であっても､ 口話法によってスピーチが可能となると考えられたり､ 実践されていた

りした学校､ その生徒等については､ 聾を用いる｡ 通常の学級への教育的統合を表す語として

は､ その登場時期の順にメインストリーミング､ インテグレーション､ インクルージョンを使

用するが､ 基本的には原文で用いられた用語を用いる｡ ここで簡単にその用語の意味を記して

おく｡ メインストリーミングは主にアメリカで使用された用語である｡ 論者によって異なるも

のの､ 前者二つは､ 一般には､ 分離された通常教育と障害児教育という二つの教育の統合､

合体を意味するが､ インクルージョンは､ 一般には､ 障害の有無に関わらず差異や多様性を

インクルードするような一元的教育システムを前提とする｡ なお､ 通学制聾学校とは､ 学校

(������) というものの､ 独立校型の学校はボストン校等､ 比較的少数であり､ 多くは公立学

校校舎の中に１, ２学級を間借りする特殊学級型であった｡ しかし､ 当時､ これらも総称して

学校としており､ 本稿でもこれらを区別せず､ 通学制聾学校と表記する｡
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アメリカ通学制聾学校史研究の研究視点の変遷とその教育的・社会的背景
―日米の研究を中心に―
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アメリカの聾教育は､ 19世紀初頭に設置されたアメリカ聾唖院 (1817年) に始まり､ 以後各

州に寄宿制の州立聾唖院が設置される｡ 一方､ 19世紀第四四半期には寄宿制学校の立地､ 教育

方法等の問題への批判を背景に通学制聾学校が設置され､ 都市部を中心に発展し､ 特に1920年

代に学校数・生徒数が大きく増加した｡ この時期に通学制聾学校の実態について検討する研究

が現れる｡

��������(1926)は､ アメリカ国内で最初期に設置されたシカゴの聾､ 盲､ 肢体不自由公立

通学制学校についてその設置の経緯､ 財政､ 教育内容と方法､ 対象児などの実態を､ 市教育委

員会年次報告をはじめ､ 州資料や��	�
�������
�����	�	��(���) 等聾教育雑誌記事を
通して整理している｡ しかし彼の関心は現状の把握と課題の整理に留まっており､ 通学制学校

の創設と展開に深く関わっている諸要素の検討､ すなわち当時の聾教育における課題との関連､

義務就学確立期の都市公立学校制度と州政府の課題との関連に迫るような視点はほとんどない｡

たとえば､ 1922年､ シカゴ難聴リーグ (��	��
�����	���	����	���������	��
��)

が公立学校生徒を対象にした聴覚障害スクリーニング検査に関わり､ 当団体がリファー児に対

し､ シカゴ眼科耳科慈善医院 (��	��
��������
���
	��	���������
�����) での受

診を援助したことに触れている｡ しかし､ 当時背景としてあったと思われる教育委員会におけ

る児童研究の意図や移民や貧困家庭の保健衛生問題､ さらに主導したローカルな社会事業団体

とそれを支持する市民の存在について言及していない｡

一方､ オハイオ州の寄宿制聾唖学校と通学制聾学校について検討した研究に��������

(1932) がある｡ 通学制聾学校を管理するのは州政府と市当局であるが､ 彼はその州政府との

関連から通学制聾学校の創設と展開を検討している｡ 彼の研究の新奇性は､ 第一に州議会の組

織体制の変化と通学制聾学校が連動したとの指摘､ 第二に教育と社会事業の協働関係への示唆､

具体的には州の特殊学級視学官による社会サービスの提供についての提言であろう｡ 他にこの

時期に通学制聾学校を検討した研究にはイリノイ州の寄宿制聾唖学校と通学制聾学校を検討し

た��	�����(1931)､ 少し後にはシカゴ通学制聾学校を検討した�	����(1951) がある｡

このような研究が出てきた背景には､ 第一に19世紀初頭に創設された寄宿制聾唖学校の成熟

と19世紀末に登場した通学制聾学校の発展があり､ これら二つの学校形態の長短を振り返り､

今後の聾教育再編を展望する好機であったことがある｡ このことから沿革史的研究が行われた

といえる｡ 第二に､ 公教育としての障害児者問題を取り扱う研究関心と学問的基盤の萌芽と形

成があった｡ �������� �������� ��	�����はいずれもシカゴ大学社会サービス行政学

(���
�
�	�!
�	���
�
�����
��"���) 修士課程､ �	����は特殊教育教員養成コースをも

つと思われるデポール大学修士課程の学位論文である｡ 前者はセツルメントであるシカゴ・コ

モンズ内での社会事業コースが前身で､ 世紀転換期にシカゴの社会改良家たちの学問的拠点を

形成していた１｡ したがって���の修士学生らの論文が聾学校に関心をもつとき､ その実態の

みの記述が中心となることは､ 科学的な実態把握を前提とする当時の社会事業家の典型であり､

社会事業の関わりへの言及も自然であるといえる｡
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さて､ 20世紀初頭から前半にかけては､ 聾教育沿革史がまとめられた｡ ����(1914) は､ 聾

者の社会における位置と処遇とくに教育を､ 膨大な資料を基にまとめている｡ 博士論文である

本著は加筆修正され1943年に新たに公刊されるが､ 両著に通学制聾学校を概観する章がある｡

後者では､ 現在､ 通学制学校が原則になっていること､ 通学制聾学校の発展の一因は口話法で

あり､ また親の会の運動がいくらか影響をもったこと､ 近年の発展はとくに難聴児の割合の増

加が要因であることを指摘している｡

一方､ 特殊教育沿革史を著したヘック (1940) は､ その中で聾児と難聴児の教育を扱ってい

る｡ 彼は､ 教育方法については意思疎通の重要性から口話法の利点を示すが､ 寄宿制学校と通

学制学校の長短については両者とも必要として両者の意義を評価している｡ また彼は難聴児教

育について詳述し､ 通常学級か通学制学校かという従来の二者択一は不適切で､ 読話のための

特別教師の配置や難聴児特殊学級の設置が望まれるし､ 実際にそのような事例が増加している

ことを紹介している｡ さらに､ シカゴ通学制聾学校について検討している�����	(1951) も､

同校の展開を概観するとともに､ 口話法通学制聾学校の発展と､ 聴能学を背景とした難聴児教

育の分化の必要性について記している｡

彼らの研究の登場には､ 聾教育の長い歴史と､ 聾､ 盲､ 精神薄弱､ 肢体不自由の施設と特殊

学級の発展を経験してきた特殊教育の確立があったことは言うまでもない｡ また､ 聴能学を背

景とした難聴児教育の拡大という軽度児の問題への言及があるのは､ 単に心理学､ 聴能学､ 補

聴テクノロジーの誕生２を背景としていただけではなく､ 皆就学の制度確立期にある公立学校

が軽度児・中度児を必然的に就学児として受容したことによって､ 特殊教育と公立学校教育が

近接した20世紀前半という時期を象徴している｡

他方､ ����とヘックは､ どちらも一般市民による (聴覚) 障害者理解を研究動機のひとつ

としており､ 通学制聾学校の発展をテクノロジー発展史に位置づけることや､ 教育方法史の発

展に位置づけることだけを重視していないことが特徴的である｡ とりわけ����は､ 聾学校教

師経験､ 聾唖当事者団体の組織､ 後年には連邦政府から現・ギャローデット大学の改革に向け

た調査研究者への任命と､ 聾教育と聾者に深く関わるが､ 彼の聾教育に関する二著の中では､

聾教育関係者特有の二元論に終始することなく､ 比較的､ 中立的に聾教育を概観している｡ そ

の総合的な沿革の整理のわりに､ 聾教育の成熟期に見られてよいようなたとえば社会史的研究

の深まりがないせいか､ 研究史上はあまり評価されていない｡

しかし､ 聾の他に盲､ 精神薄弱､ 犯罪に関する大著等の一連の研究があることや彼の経歴を

見たとき､ 聾教育では特異な研究者の一人といえる｡ 後述するが､ 21世紀初頭の現在に至るま

で､ 聾教育家でありながら中立的に沿革史を記す研究者は稀少であるからである｡ 一方で､ 彼

が社会学者であったことも興味深い｡ 20世紀初頭の社会学とは､ たとえばアメリカでは社会問

題の解決という視点から優生学の学問的発展の一端を担った(中村
1991��
米本
2000�22�24


中村
2004�131�132)｡ したがって､ 彼の業績に､ 他の障害や犯罪に関する研究があることは

自然である｡ 20世紀初頭の彼の研究の意義と後年の活動の意義を検討することは､ 20世紀の聾

教育の思想史的考察に示唆を与えうる興味深い課題でもある｡
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さて1970年代になると20世紀初頭からの聴覚障害児教育の学校措置の典型は､ 大きな転機を
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迎える｡ すなわち､ 都市部の独立型の通学制聾学校よりも､ 地域の学校に地理的に統合された

特殊学級としての通学制聾学級が､ 戦後一貫してその割合を増加させるとともに､ 地域学校の

通常の学級への在籍者数が増加してくる｡ その傾向については様々な要因があるが､ 重要な契

機は1975年に可決されアメリカの障害児教育制度に大きな変革をもたらした全障害児教育法

(��94�142)３であった｡ そこで､ この時期の寄宿制学校､ 通学制学校､ メインストリーミング

といった学校措置の実態を把握する必要が生じてきた｡ 学校措置のトレンドとその役割の変化

を検討し､ それらの変化の要因を解明しようとする研究が､ ��94�142施行後10年余り経過し

た1980年代後半に出てくる｡

�����	
���(1986) は､ その著書 『アメリカの聾児』 ４の章で､ 寄宿制聾学校の在籍者数の変化
の実態を､ その属性や地域性等の観点に分けて明らかにしている｡ 彼は､ 在籍者数が1970年代

初頭から減少してきている要因を､ 1960年代半ばのはしか大流行時の生徒が卒業したことと､

��94�142の影響と分析している (�����	
���
1986�97)｡

一方､ 興味深い点としては､ 一つは､ 寄宿制聾学校において通学生が増加しており､ 通学生

の特徴として､ 年齢が低く､ 重複障害が少なく､ スピーチが比較的良好で､ 白人が多く､ 手話

使用頻度が低く､ 健聴児とより統合されるが､ 到達度は寄宿生と同等レベルであるという指摘

である (�����	
���
1986�99)｡ もう一つは､ マイノリティ割合が増加し､ とくに南部では黒

人が､ 西部ではヒスパニックが増加していること､ またマイノリティは重複障害をもっている

と報告されやすいことである (�����	
���
1986�99�101)｡

1980年代の学校措置研究におけるマイノリティ､ 重複障害､ 地域性等に関する知見は､ 20世

紀転換期の通学制聾学校が中産層の親からの支持を受けたという問題に連続するかもしれない｡

一方で､ 後年のメインストリーミング進展のなかで生起した､ マイノリティにおける ｢障害児｣

の過剰認定の問題にも通じるかもしれない｡ この意味で､ 1980年代の学校措置研究におけるマ

イノリティ､ 重複障害､ 地域性等への着目は､ 通学制聾学校史研究にとっても意義があると思

われる｡

他方､ ���
��� ������(1986) は､ 前述 『アメリカの聾児』 において学校措置における問題
について検討しており､ さらに���
��(1992) は 『聾生徒のための効果的な公立学校プログ
ラムに向けて』 という著書の中でも､ �学校措置の歴史的視点�と題し､ アメリカにおける初

期寄宿制学校から19世紀におけるインテグレーションの試み､ また20世紀初等から第二次大戦

までの公立・私立寄宿制と公立通学制学校､ さらに第二次大戦から1975年までの寄宿制学校の

役割の変化､ そして1975年以後の学校措置の多様性とその意味について検討している｡

彼は､ 第二次大戦後の寄宿制学校の在籍者数の減少とメインストリーミングの増加の原因と

して､ 大流行したはしか罹患児へ対応するためのプレスクールの教育方法の準備が寄宿制には

なかったこと､ 不況によって新施設設備の設置ができなかったかわりにベビーブーム終焉によ

り公立学校に大量の空き教室が発生したことをあげている｡ さらに1975年の��94�142により､

メインストリーミングが思想的にも制度的にも進展したが､ これは一般市民が寄宿制聾学校を

脱施設化の問題と同一視したことによる市民からの支持があったからだと指摘している｡

���
��のこのような分析は､ 次節で述べる聴覚障害のインクルージョンと他障害のインクルー

ジョンの同一視の問題性への痛烈な批判に比べると､ おだやかな現状認識に特徴があるといえ

よう｡

また､ 彼は公立・私立寄宿制聾学校と公立通学制聾学校の在籍者数が減少し､ 公立通学制聾

��



学級の在籍者の割合が増加している傾向を指摘し､ さらに��������	�と同様に公立・私立寄宿

制聾学校における通学生の割合の増加を指摘している｡ このような指摘は､ 世紀転換期に議論

されていた通学制聾学校における家庭によるケアの保障という利点と､ 寄宿制聾唖学校が保持

した教育資源の豊かさの利点を両立させる理想を､ この時期の寄宿制聾学校が実現していたこ

とを意味するのかを検討することは､ 通学制聾学校史研究において意義があることといえよう｡

さて､ 
�����(1992) の収録された著書では､ 
�����(1992)が､ ��94�142以後にとくに

多様化してきた“地域の公立学校プログラム”の実態の把握を試みている｡ 彼は､ 寄宿制学校

のように構造的安定性のない公立学校プログラムは､ 政治的あるいは法的な関心によって流動

しがちである特性を踏まえつつ､ コミュニケーションに関する思想､ 管理構造､ 提供されるサー

ビス､ プログラムの規模の４つの変数から公立学校プログラムの多様性を捉えられるとした｡

彼のこのような研究の視点は､ メインストリーミングの進展の中で､ 公立学校プログラムを量

的にも質的にも把握することが困難になってきていることを表しており､ それはすなわち今日

における聴覚障害児のインクルージョンの問題を研究の対象とすることは一層複雑性が増し､

困難になっているであろうことを示唆する｡

本節で見てきた研究が行われた当時は､ メインストリーミング進展の中でその学校措置の長

短を再考する時期にあった｡ 学校措置の違いによる学習到達度､ 心理的発達､ 社会性発達等の

相違に関する研究が多く見られる一方で､ ��������	��
������
�����らのように教育学的

見地から学校措置について検討した研究は多くはない｡ したがって､ その研究の意義は大きい

といえる｡ しかし､ 彼らの研究には過去の問題がどのように変化してきたかについては部分的

な言及があるものの､ 通学制聾学校の展開に関する実証的な研究が十分に蓄積されていない研

究史的過程にあるため､ 過去の学校措置の実態が十分に踏まえられた上での分析が困難である

という制約がある｡ さらに19世紀末から20世紀前半における通学制聾学校の教育上の課題が､

彼らが研究対象とした1970年代以降のメインストリーミングの時代にどのように改善され､ ま

た問題とされる事柄がどのように変化してきたのかは､ 依然として研究課題となっている｡

��������	
��
������
���������

�������������� 	
�!"#��$%&'(�)*�+,

さて､ 前節と同時期に､ 聾教育研究において新たな動向が見られる｡ それは聾者の歴史を聾

者の視点から､ 特に文化的､ 言語的側面に光を当てながら記述し捉え直す志向性をもつ研究で

ある｡ この視点からの研究が､ 学校措置の問題を取り扱うとき､ それは穏健的にせよ急進的に

せよ､ 伝統的な寄宿制聾唖学校と通学制聾学校またはメインストリーミングを対置させて､ 後

者がいかに聾者を文化的､ 言語的､ 社会的に不利益へと導いたかという､ メインストリーミン

グと口話法の反省と批判に立脚する傾向をもつ｡

����(1984) は､ 言語心理学者の立場から､ マジョリティが聾者という言語的マイノリティ

をどのように抑圧してきたのかを､ アメリカ聾唖院のフランス人聾唖者教師の��クラーク

(������	�����1785�1869) と､ ����ベル (��������������� ����1847�1922) を比較

しながら､ 明らかにしようとしている｡ ����は､ ｢聾者の同化｣ という19世紀後半から20世紀

を支配する聾教育の思想を検討するにあたって､ ベルという全国的象徴的な人物を対象にし､

ベルが口話法の推進､ 聾者間の結婚の禁止､ 通学制学校運動によって､ 聾者の同化を目指した

と結論付けるとともに､ 一次資料を用いてベルの足跡のアウトラインを示している｡ ����が､
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アメリカ通学制聾学校史研究の研究視点の変遷とその教育的・社会的背景
―日米の研究を中心に―

1980年代という聾教育の転換期に､ 言語心理学者という立場から､ このような歴史資料を紐解

き研究したことは､ 以後彼の文献が度々引用されるように､ 研究史上､ 画期となったに違いない｡

ただ､ いくつか更なる分析が必要と思われる点は､ ベルが行った事実が明らかにされている

だけで､ 彼が先導した大きな動きがどのような社会的背景や個々のローカルな事象から結実し

たのかが見えてこない点である｡ ベルは確かに最重要人物であったが､ 彼単独で成し遂げた運

動とは言いがたい｡ そのような点を考察してこそ､ ����が検討しようとした､ 今日も課題と

なる ｢マジョリティがマイノリティを否定する｣ という事象がどのような状況から生じるのか

という本質的普遍的問題に迫るものとなる｡ さらに､ 歴史記述の後に現代の言語心理学の知見

から､ ベルらの評価を行っているが､ 現代の視点から単純に当時言語学的気付きが足りなかっ

たことを断じている点は､ 聾教育の新たな歴史研究の波が未成熟なことを表しているといえる｡

ところで､ ����の研究の先鞭をつけたともいえるのは､ 1981年の������による 『聾の遺産：
アメリカの聾者のナラティブ・ヒストリー』 である｡ アメリカ聾連盟 (���	�
�����
�������


�����
�������	
�) 出版の分厚い本著は､ 教育分野に限らず聾者による生活､ 学問､

芸術､ 政治に至るまで膨大で豊かな資料を提供している｡ 手話言語を主流とする聾者コミュニ

ティにとって総合的網羅的な歴史が書記言語で残されたことは大変意義深く､ 本著中には寄宿

制聾唖学校はもちろん通学制聾学校のいくつかでは聾者による創設・運営があった事実が淡々

と記されている｡

同じく聾者の歴史を､ テーマ別に､ ������よりコンパクトにまとめたのが､ ���������

������(1989) の 『アメリカの聾者社会の創設：誇りある生活の場を求めて』 (翻訳著あり) で
ある｡ この第９�10章は､ 19世紀末からの口話法論争と通学制聾学校の台頭について記してい

る｡ 基本的に聾者の視点､ 手話擁護の視点から書かれており､ 長い口話法の時代を経て､ この

ように総合的で多岐に渡る問題を歴史的に記述する本著が編まれたことは､ ������同様､ 20

世紀末からの聾研究の盛り上がりの起点となったといえる｡ ただ､ 各方面で聾者の働きがあっ

た事実は詳らかになったが､ それが内部的な小さな活動に留まり､ 国内の大きな動きに抗する

に至らなかったことは否めない｡ そのことへの評価は若干触れられているが､ この点を更に内

省的に検証していくことが聾者の視点による聾教育の構築という彼らが標榜する研究目的に適

うのではないだろうか｡

���������	
��
��������

1980年代に聾者と手話を復権しようとする研究が着手された後､ 1990年代に入ると聾教育研

究は､ ｢聴者主導｣ であった聾教育と口話法に対して､ 穏健的な批判からより痛烈な批判となっ

て現れる｡ とくに学校措置の問題としては､ 1990年代にアメリカの特殊教育で議論と実践の盛

り上がりを見せていたインクルージョンへの明確な反対表明として生起する｡ 歴史研究ではな

いが､ 学校措置に関する1990年代の聾教育研究の動向を示すものとしていくつか触れたい｡

1980年代同様､ メインストリーミング環境での学習面､ 心理面､ 社会性発達の長短に関する

様々な調査研究が行われる一方､ ���
��(1989)は､ 聾当事者への聞き取りという質的研究に

よって､ ��94�142第一波世代のメインストリーミングの評価を行っている｡ 彼は､ インテグレー

ション一般について懐疑的立場から書かれた���
��(1989) の 『インテグレーション：神話か現
実か？』 の章で､ 聾児の教育的統合は､ 学問的､ 社会的利点等のいずれかをとるなら一方を締
めるという ｢引き換え｣ を強いること､ 社会的孤立に帰結すること､ 聾当事者が教育評価に参

与することに意義があることを指摘し､ 穏健的にメインストリーミング批判を表明している｡

��



一方､ 1989年には����������		
��� 
�����が 『学年相応のカリキュラム』 (翻訳書あり) を
発表し､ 寄宿制聾学校および通学制聾学校等で主流となっているトータル・コミュニケーショ

ンという不完全な手話言語による教授が､ 聾児の到達度を貶めていることを指摘した｡ アメリ

カではすでに手指モードの導入が広くなされ､ 長年続いた口話法の修正が実践されていた｡ 前

年の1988年には全国聾教育審議会による報告書において､ 聾教育が期待される成果をもたらし

ていないことが報告されており､ これに後押しされた�������ら (1989) に代表されるように､

1990年前後はより大きな聾教育の変革を求めて議論が起きる時期であったのである｡

その後､ 先のクレークとベル研究を行った���
が､ 1992年に 『善意の仮面』 (翻訳書あり)
に､ ｢傍流で溺死寸前｣ という章でその刺激的なタイトルから分かる通り､ メインストリーミ

ングの痛烈な批判を行っている｡ 1995年には�����������������というインクルージョン

反対派の編著者による 『インクルージョンの幻想：近年の特殊教育の包括的批評』 に再録され
た本章では､ ���
がメインストリーミングの源泉と想定する19世紀末からの通学制聾学校を､

強制同化として評価している｡ 通学制聾学校をメインストリーミング (またはインクルージョ

ン) の始まりと見る主張は､ ����
�や彼を引用した先の����
�(1989) を踏襲するものだが､

本章は���
(1984) よりもインクルージョンを痛烈に批判するようになるとともに､ 口話―手

話､ 寄宿制―インクルージョンの二元論的対立とその是非の評価図式が固定化する｡

さらに1994年には､ �������と���
�が編集した 『聾生徒のフルインクルージョンの運動の意
味と混乱』 が発表され､ 各章で聾児のインクルージョンが深刻な事態をもたらすことが指摘さ
れる｡ 巻末には���と､ ギャローデット大学学長キング・ジョーダンによるインクルージョ

ンに対する立場表明文が収録され､ 他の障害の子どものインクルージョン論争において聾の独

自性が捨象され一般化されることへの抵抗､ つまりインクルージョンに対する聾教育からの明

確な反対の意思表明がなされた｡

このような明確なインクルージョン批判が確立する中で､ インクルージョン批判の視点から､

実証的にインクルージョンの歴史研究を試みたのが､ �����
�
(1993�)の ｢聾児のアカデミッ

ク・インテグレーション：歴史的視点から｣ である｡ 『聾史読本』 (2007) にも再録された本稿
は､ 元々は諸外国における聾コミュニティと手話言語に関する多数の論文を収録した�����
�

����
(1993 ) の 『過去を振り返る』 に収録されている (本著のような歴史研究書の出版も

またこの時代の聾研究の盛り上がりを示している)｡

�����
�
は､ この研究のなかで ｢アカデミック・インテグレーション｣ について､ 書簡

等の一次資料を中心に実証的に検討を試みている｡ 彼の研究の評価できる点は､ アカデミック・

インテグレーションの隆盛の理由として最後に挙げられているコストの問題 (ただしこれは

!
��をはじめ､ 既に指摘されている古典的事柄)､ 選挙民である社会の支持を得る理念をもち

あわせたことと､ 当時の移民流入に対する市民の同質化欲求の存在､ 正常性に対する親等の聴

者の感情を指摘している点で､ 問題の背景を検討する上で妥当な要素を指摘しているといえる｡

しかし､ 彼の研究にはいくつか方法論的な稚拙さがある｡ たとえば､ ゴードン ("��	���

���
#��$) がヨーロッパにおける ｢統合｣ 試行の失敗を聾教育会議 (��%�) で発表したが

それがアメリカで生かされなかったこと､ �$バートレット (����	!����
��) 聾唖児クラスへ

の聴児の逆統合の実践が効果を示したこと､ ナップ校とベル校ではバートレットの理念が生か

されず統合が行われたこと等が ｢統合｣ の源泉として取り上げられている｡ しかし､ バートレッ

トがどのような子どもを対象にしたのか､ 手話で交流ができていたかもしれないが教科教育は
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アメリカ通学制聾学校史研究の研究視点の変遷とその教育的・社会的背景
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どうだったか､ 家庭学校であった本校と､ かなり後年の世紀転換期の公教育における統合を並

列に論じられるのかは疑問が残る｡

そして､ 本稿で最も課題と思われるのは､ ｢アカデミック・インテグレーション｣ が定義さ

れていないことである｡ ������(1992)が類型化したように､ 現代でインテグレーションといっ

てもその類型は多様である｡ さらに時代が異なるなかで､ たとえその定義をしたとしても､ 単

純に現代と比較するのは相当な困難を伴うはずである｡

たとえば､ 通学制聾学校が ｢アカデミック・インテグレーション｣ の源泉のひとつとして挙

げられる｡ そして､ 通学制聾学校が ｢共学 (��	
����
���)｣ であったとしてミルウォーキー

校の事例が紹介されるが､ 実際のミルウォーキー校での聴児との交流は遊び場等での限られた

場面であったことが歴史的事実であり､ 現代と似た様な歴史的現象を定義の曖昧な現代的用語

で分析することは､ 歴史研究としては避けられなければならない基本的原則であるだろう｡ そ

れとも ｢共学｣ の定義は教育場面に限った狭義の統合ではなく､ ｢社会的統合｣ のこと､ ｢地域

で生活すること｣ ということであろうか｡ または､ 一般の聴児の通常カリキュラムへの近接や

教科教育のレベルへの到達が ｢アカデミック・インテグレーション｣ なのだろうか｡ アカデミッ

ク・インテグレーションの成否を論じるには ｢統合｣ の多面性に注意を払い､ 現代の用語で歴

史的事象を解釈することに､ 慎重でなければならない｡

また､ ウィスコンシン州の事例を中心に通学制聾学校を取り上げているが､ 聴児との交流ひ

とつとっても､ 他都市では上述のような休み時間の交流さえ積極的になされていたかは十分に

明らかにされていない研究史的状況にある｡ 通学制聾学校は時代や都市によって様態が相当異

なるため､ ウィスコンシン州の事例をもって断じることはできないのである｡ 一部シカゴ校の

事例で､ 聾当事者が統合に反対していたことが書かれているが (その一次資料については､ 他

論文では見られない独自な資料である点は評価できる)､ 教育委員会が統合主義者にのみ追随

し､ 他の意見を傾聴しなかったという単純な評価は､ シカゴ校研究者である筆者からすると､

首肯しがたい｡ つまり､ 通学制聾学校史研究は､ 方法論的条件として､ 第一に､ 問題を正確に

同定し実証的に論じること､ 第二に､ 時代と都市が異なれば異なる性格をもつゆえ時代縦断的

あるいは都市横断的方法をとることが､ 不可欠なのである｡

その他､ 同時代の研究としては����
��(1996) が手話言語と聴覚障害の歴史を媒介にして

アメリカ文化を探求する 『許されざる手話：アメリカ文化と手話言語反対運動』 の中で､ 通学
制聾学校について触れており､ ����(2002) は､ 聾教育の歴史を概観する中で通学制聾学校に

ついて教科書的に穏健的な現状認識を示している｡

���������	
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1990年代半ばには ｢サラマンカ声明｣ に代表されるようにインクルージョンが世界的に議論

されるようになる｡ そして､ 2000年代に入ると､ もはやインクルージョンは世界レベルで共通

の教育指針となり､ また一般社会においても多文化主義や多様性への寛容さが志向され､ 聾者

というマイノリティは欠陥ではなく社会的・文化的・言語的マイノリティとして広く認められ

る時代となった｡

このような時期にあって､ 通学制聾学校史研究を､ インクルージョンを展望する特殊学級史

研究として扱ったのが������(2002) である｡ 本稿は､ ボストン公立学校制度の各種特殊学

級について検討した著書の一章で､ ボストン通学制聾学校の創設から1930年頃までを検討して

おり､ 当時の学校の変化の実態について記述している｡ しかし､ 教育委員会年次報告を主資料

��



としていることからも､ 世紀転換期というアメリカ社会と義務教育制度が大きく転換する時期

の社会状況についての検討は､ あまりなされていない｡

さてその教育の実態としては､ 他市からの入学があり寄宿生もいたこと､ 市内在住でも通学

の負担は経済的にも身体的にも小さくなかったこと､ 教科教育､ 手工訓練､ 職業訓練 (他校の

活用を含む) に力を入れ､ サラ・フラー (�����������1836	1927) 校長時代には､ 特に彼

女のスーパーバイズで教員体制が強化されたこと､ 学校の成功を表す生徒数の増加と新校舎の

建設 (1890年､ 1929年の二度)､ 20世紀初頭の生徒の多様化による児童研究との連携､ 残存聴

力の活用､ 家庭訪問の実施や親の会結成など親との協働等､ 国内通学制聾学校の先駆校の実態

がおおむね明らかになっている｡ また､ ボストン校が国内のパイオニアとして他地域多方面か

ら専門家・関係者の見学を受け入れ､ 彼らからの賞賛とときには寄付金がもたらされたことが､

ボストン学校委員会がボストン校を重要視する一因となったという指摘は興味深い｡

一方､ 二点については更なる検討が期待される｡ まず､ ボストン校での口話法採用の経緯が

フラーの個人的信念による提案と導入と本稿からは読めるが､ 
���(1984) ではその経緯はも

う少し詳しい｡ ベルが近郊に居り支援したことには触れられているが､ 彼をはじめ有力者がど

う口話法に賛同したかの記述も､ 全くないわけではないが､ さらなる検討を期待したい｡ また

一点目に関連するが､ 学校教育委員会がどのように関与し､ 市民が賛同したのかについて実証

的な検討が望まれる｡ たしかに､ シーバー教育長やフィルブリック教育長の口話法聾学校の賛

意を表する報告は示されるが､ 彼らの意図や､ 学校委員会や州政府のいかなる理念と財政状況

から導かれた結果なのかが知りたいところである｡ これについては､ 1874年にボストン学校委

員会が､ 社会的な脅威に対する防衛が必要との言及をしたことが触れられているが､ このよう

な視点から通学制聾学校の意義の検討が掘り下げられることが期待される｡

他方､ 新たな視点からの通学制聾学校の研究が登場する｡ ��
�(2007) は､ インディアナ州

立聾唖学校とエバンズビル通学制聾学校との ｢関係｣ について検討している｡ 自身がインディ

アナ校の卒業生である聾者の��
�による本稿は､ もともと1993年に修士論文としてまとめら

れたが５､ 研究の主目的からいえば､ 通学制聾学校の生徒の実態や教育の実態等についての記

述はごくわずかである｡ 方法的な特徴は､ 当時､ 州立聾唖学校や聾コミュニティが発行してい

た週間新聞を主資料としている点で､ たしかに資料批判の必要な資料ではあるが､ 公立学校年

次報告にはない､ 聾者社会あるいは聾学校内部の実態が明らかにされており､ これまでの研究

では試みられていない通学制聾学校の新たな面に光を当て､ 通学制聾学校をより立体的に見せ

ることに成功している｡

��
�によれば､ インディアナ校では､ 19世紀半ばには��マッキンタイア (�����������
��)

が長年施設長を務めたが､ これには共和党の州知事の影響があり､ その後､ 民主党知事に変わ

ると同様に施設長が交代するなど､ 州施設が州の党派政治の影響を色濃く受けていたこと､ ま

たマッキンタイアが����ギャローデット (�������
������������) との親交をもつとと

もにギャローデットカレッジに少なくない卒業生を送ることができる質の高い教育を行ってい

たことが明らかにされている｡

ところでインディアナ校は､ 同窓会が州内の通学制聾学校設置を反対する決議を行ったり､

通学制聾学校開設後にインディアナ校卒業生であった通学制聾学校長��ケルニー (�������

������) を批判する週間新聞の記事を掲載するなど､ 通学制聾学校を排して州内唯一の州立

聾唖学校であることを望んでいた｡ 上述のような州議会の政治的思惑や州立聾唖学校の感情的
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要因が作用したのか､ 他都市の通学制聾学校資料や先行研究では見られないこのような反応の

理由は明らかにされていない｡ この点についての検討は､ 当時の聾者社会と一般市民の意識､

州政府の聾学校運営への影響を知る上で､ 今後の課題となるであろう｡

����の研究について多くを紹介する紙幅はないが､ エバンズビル校の興味深い実態につい

て､ いくつか触れたい｡ 本校はケルニー校長時代に､ 通学制聾学校としては初めてギャローデッ

ト・カレッジに卒業生を入学させる｡ マッキンタイア校長時代に州立校で教育を受けた生徒か

どうかを明確にする必要があるが､ そうでなければ通学制聾学校の教育の質の高さは､ 他都市

にはない例外的なものであり､ その成因の解明が望まれる｡

また､ 何らかの政治的問題後にケルニーが解任されたあと､ 1890年代という口話法時代にも

かかわらず､ ギャローデット・カレッジを卒業したばかりの聾者��ランゲ (���	
����) が

校長に任命された｡ ランゲの給料が低かったこと､ 1898年度にはハイスクールの地下室が本校

教室に割り当てられたことで､ 市教育委員会にとって通学制学校の重要性が失われていたこと

が指摘されている｡ しかし､ その後州立校の拡大化と移転を背景に､ 通学制学校が閉校する決

議がされる段になって､ 私立学校としての開校が決まった本校に再び聾者のシカゴ校元教師


���ギャラハー (
��������		����) が雇用され､ 生徒数が微増するなど､ 州と市の意向と

地域での通学制聾学校需要の温度差については､ 更なる検討が望まれる｡

最後に､ ����は､ 通学制聾学校の一般的な議論としては見られない点として､ 初期の通学

制聾学校の創設において聾者が重要な役割を果たしていたこと､ ケルニーの個人的裕福さと通

学制聾学校の財政的基盤の脆弱さにギャップがあったこと､ 州立聾唖学校が19世紀の終りによ

り官僚的になり､ 教育理念や社会改良への関心が減じたこと､ とくにマッキンタイアが退任し

てから､ ギャローデット・カレッジ入学生はほとんどおらず､ また施設長の政治的任用がより

明白になったことを指摘している｡ ただ､ ケルニーの個人資産を聾学校へ寄付するかを個人の

卑しさに還元することは､ 歴史研究としては評価の難しい問題であり､ その分析は慎重である

べきであろう｡ なぜ個人の資産を提供しなかったかという背景､ たとえば､ 資産家の親族の経

営・経済状況､ 聾教育に対するインディアナ社会一般の意識､ 親族の信条や宗教､ 民族性等を

明らかにしたうえで考察することが必要である｡

しかしながら､ 従来の研究は､ 結局は寄宿制―通学制､ あるいは手話法―口話法への賛同か

批判かという結論が前提である研究が多く､ 実証的な歴史研究が乏しい状況にあったと言わざ

るを得ないなかで､ 体系的な資料がないという厳しい資料状況にもかかわらず､ ようやく聾者

社会を生き生きと捉える資料を用い､ 障害者処遇を決定する重要な州議会の､ とくに公的資料

には明確に登場しないような党派的社会状況を詳細に検討し､ 通学制聾学校の新たな側面を提

示した研究が出てきた意義は大きい｡ 本稿は､ 聾教育の伝統的なトピックについてローカルレ

ベルに実証的に検討するという志向性の論文を集めた著書 『聾史読本』 に収録されているが､
本著のその編集目的もまた､ 聾教育史研究の成熟の一段階をあらわしているといえよう｡
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日本の特殊教育史研究は､ 古くは明治期に遡ることができる｡ その後昭和期になると､ 川本

が数々の著書で聾教育に限らず内外の特殊教育､ 教育一般について広く言及した (たとえば､
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川本�1949�)｡ 戦後の特殊教育史研究の画期は､ 1960年代の精神薄弱問題史研究の一連の研究

活動であり (津曲�1980�9�10)､ この時期の研究方法論を基盤として､ 日本の聾教育について

も研究がなされている｡

しかしながら､ 荒川はすでに戦後まもなくより聾教育研究を行い､ 1970年には大著 『欧米聾
教育通史』 をまとめている｡ 本著は､ 古代から第一次大戦までのドイツ､ 英国､ フランス､ ア
メリカを対象に､ 聾教育の思潮的､ 方法的､ 制度施策的な諸要因について､ その重要な事柄を

中心に通史を編纂している｡ 荒川は本著の第三章で19世紀後半の通学制聾学校の誕生の背景を､

第四章で20世紀初頭の通学制聾学校の発展について扱っている｡

それらの章で荒川は､ まずアメリカの社会経済状況､ 続いて一般の教育施策状況に触れ､ そ

の中で聾教育がどのような実態にあったのかを論じており､ 通学制聾学校を当時の社会状況と

関連付けるという前章でみたアメリカの通学制聾学校史研究にはない考察が見られる｡ 荒川は､

19世紀後半に起こった口話法教育の勃興と発展および併用法の体制化と発展が､ 結果的に寄宿

制聾唖学校の旧来の方法論の改善を要求したことを示唆し､ 通学制と寄宿制の得失の論争の概

観も行っている｡ さらに､ 20世紀には社会改良の動きと､ 連邦政府と州政府の義務教育制度の

整備､ 教育拡充の必要と児童研究､ さらに無知､ 過保護､ 施設への誤解・偏見､ 貧困といった

親の問題が､ 従来の寄宿制聾唖学校からの脱却と公教育化を求め､ 諸州における義務教育法の

施行を促進し､ 通学制聾学校の支持基盤となったことを明らかにしている｡ 資料は���を中

心に､ ����等の二次資料を駆使している｡ 荒川 (1970) の分析観点と考察は､ その後の通学

制聾学校研究の下地を作った｡

一方､ 1970年代は長年の課題であった養護学校義務制が施行された時期であり､ 特殊教育史

研究の動機にも､ その教育制度の変化が反映される｡ 加藤 (1974) は､ 障害児教育における

｢統合｣ の歴史的展開を､ 19世紀後半～1970年代のアメリカ､ イギリス､ 日本を対象に検討し

ており､ アメリカの通学制聾学校運動を萌芽的な統合の志向として位置づけている｡ 加藤は､

通学制学校の主張と寄宿制批判が､ 施設収容主義から家庭中心主義への転換となったが､ 結局

は既存の寄宿制学校を通学制が補完することとなったと指摘した｡ また､ 義務教育制度の成立

は､ 社会問題化する児童労働に対する児童保護運動を前提としつつも､ 帝国主義的資本の競争

において労働力の質的向上を目指す政策があったことも手伝って､ 大都市では通学制が定着し

たとの評価をしている｡

加藤は､ 現代の状況の考察部分においては､ 各国､ 各時代を比較しながら､ 障害児の統合に

おいて生じる普遍的問題を提示する｡ その普遍的問題として教育政策一般における能力主義と､

親の運動に言及している点は､ 障害児の教育保障の希求と障害による通常教育からの分離に対

する反発という､ 1970年代の研究としての時代的特徴が出ているといえる｡ また､ 荒川よりも

通学制聾学校を一般の教育施策とより関連づけるとともに､ 統合教育の萌芽として位置づける

ことで､ 通学制聾学校にまた異なる解釈を加えている｡

同様に､ 養護学校義務制の時期に問題化された障害児の教育権や養護学校の在り方の検討､

さらにその後の特別なニーズ教育への展望を研究動機とする研究と思われるのが､ 安藤(1982)

である｡ 本稿は学位論文をまとめた 『アメリカ障害児公教育保障史』 (2001) に加筆修正して
収録されており､ 本稿はアメリカの盲､ 聾､ 精神薄弱､ 肢体不自由等の障害児教育の公教育化

の過程を検討する著書全体のうちの､ 通学制聾学校を検討する部分となっている｡ 安藤は､ 通

学制聾学校が中西部都市部を中心に広がり､ 従来指摘されている口話法の導入に加え､ 寄宿制
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聾唖学校批判を背景に19世紀後半から発展したと指摘している｡ このような指摘は､ 基本的に

は､ 荒川､ 次節で触れる中村 (1991�) と共通するが､ 聾教育経験の有無と就労との関連につ

いて実証的検討を行った上で､ 19世紀後半に聾教育振興の機運が高まり､ それが20世紀初頭の

発展に寄与したと指摘している点は興味深い｡ しかし､ 対象が広範に渡ることや､ 二次資料が

中心の検討であることから､ 考察にも制約があるように思われ､ ｢今後の課題｣ で安藤自ら触

れているとおり､ 一次資料を用いての個別の地域史による検証が望まれる｡

同時期の他の研究として､ 上野 (1976) は､ アメリカ聾教育における口話法の成立について

検討する中で通学制聾学校について触れており､ マサチューセッツ州における口話法学校の設

立､ 口話法の広がり､ その中でハウの分散論が通学制聾学校の登場の背景となったことを示唆

している｡ 聾教育家の上野の研究動機は､ 加藤や安藤とは異なり､ 1960年代から日本の聾教育

で起きていた口話法修正の動きに求めることができよう｡ 戦後日本の聾教育は､ 口話法の普及

のなかで統合教育が推進されてきたが､ 統合教育の中での口話不振児の問題も少なからず認識

されてきていた｡ このような当時の状況が､ 口話法と学校措置の歴史的問題に目を向けさせた

といえる｡

このような動機は､ 草薙 (1979) の ｢アメリカ聴覚障害教育における統合教育の展開｣ にも

見られる｡ 草薙・上野による 『アメリカ聴覚障害児教育の動向』 に収録された本稿は､ トータ
ル・コミュニケーションという方法をもってして､ それ以前の口話主義による同化的統合教育

からいかに脱皮し､ どのように統合教育を成功させうるかという視点から書かれ､ その解決の

ためには総合的なプログラムの実践､ 研究､ 開発が必要との認識を示している｡ 当時としては､

トータル・コミュニケーションは修正口話法として新しい時流に乗ったものであり､ それを用

いて従来の統合教育をよりよく発展させたいという歴史的意義があったといえる｡

ところで､ この時期の研究は､ ����や����等､ 公刊されている論文､ 著書を除けば､ アメ

リカ本国の学位論文・稀少資料等から成る先行研究の参照が現在と比べて困難であったといえ

る｡ 逆に､ 日本の研究に見られる事象の丁寧な検討の結果得られた知見がアメリカ本国の研究

者に知れる形で発表されることはほとんどなかった｡ これは､ 上述のように､ その研究動機が

国内の教育問題の解決という一義的意義に還元されていたことが背景としてあるだろう｡
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前節の研究群は､ 二次資料を用いて通学制聾学校の発展を概観し､ その創設の背景を大まか

に示してきたが､ 同じく二次資料を用いながらも都市ごとの個別的な実態を整理することによっ

て､ 通学制聾学校の多様性を明らかにするとともに､ 世紀転換期の公立学校と都市社会問題と

の関連をも考察したのが中村 (1991�) である｡ これまでは､ 資料の制約から解明が困難と思

われてきたが､ 通学制聾学校が時期によって､ その目的､ 対象､ 方法､ 財源に変化が生じてい

たこと､ たとえば､ 初めは大都市の良家庭聾児のみ､ または半唖児のみの条件付きで想定され

た対象が､ ウィスコンシンシステム後は､ 口話法と通学制理念が初めて合致して､ 手話法支持

者と下層聾児でない者へと対象を変化させるなどの問題の整理がある｡ さらに､ 19世紀末まで

の通学制理念が､ 20世紀に入ってから現実化したのかについても言及がある｡

また､ 上層のドイツ系・ユダヤ系移民は自らが同化を望み､ 一方で下層の多い新移民につい

ては社会の側が口話法による同化を望んだという指摘は､ これまでアメリカの研究が口話法に
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よる同化を一元的に捉え､ また日本の研究が通学制聾学校の発展の要因としての口話法の推進

を不変的に捉えてきたなかで､ 口話法支持の位相を分析したという意味で､ 意義深い６｡ さら

に世紀転換期のプログレッシビズムや移民との関連からの考察は､ 他の研究にはない点である｡

それまでの日本の特殊教育史研究は､ ある一定の場所に位置する分離的施設を対象にしてきて

おり､ その施設実態を解明するための資料も､ 関連する問題とそれに対応する資料も､ 相対的

に同定しやすかった｡ しかし､ 地方自治体の庶民公教育の発展という中で顕在化した特殊学級

史を扱うには､ 必然的に公立学校やその都市社会問題を検討しなければならないし､ そのため

の資料を用いなくてはならない｡ 中村 (1991�) は､ その問題を扱える二次資料を駆使して､

これらの研究課題を解明したといえる｡ また､ 中村は､ 一連の特殊学級史研究の中でも通学制

聾学校に触れている (中村�1993�)｡

さて､ 2000年代に入ると､ 一次資料を用いた個別史から通学制聾学校の実態を捉えようとす

る研究がようやく着手される｡ まず､ 聾に限らず､ 特殊学級の創始から20世紀全般に渡る歴史

を､ 一次資料を用いて実証的に解明しようとする研究の序説が示される｡ 岡・佐々木・木村・

趙・米田・中村 (2006) は､ 20世紀アメリカの特殊学級が統合と排除の両義性をもって展開した

ことと､ 特殊学級がインクルージョンの源泉と位置づけられるという､ その研究着想を示した｡

特殊学級の登場を ｢統合｣ の端緒と位置づけること自体は､ これまでも日米双方の先行研究で

も指摘されてきたが､ 岡ら (2006)はこれを単に似た概念としての結びつきに終わらせるのではな

く､ またフル・インクルージョニストの主張するような二元論に収斂させるのでもなく､ 特殊学

級のもつ両義性の実証的歴史的解明を行いながら､ かつ今日の課題に迫ろうとしている｡

また､ 同時期に､ 通学制聾学校に関する研究課題を整理する作業も試みられる (木村�2006�)｡

ここでは､ 通学制聾学校の場合は時代と都市によって､ その創設の担い手､ 目的､ 対象､ 財源

そして形態が非常に多様であり､ 安藤や中村が指摘してきた個別史､ 地域史による実証的検討

が不可欠であることが再確認された｡

このような問題意識に基づいた研究グループによる通学制聾学校に関する研究には､ 19世紀

末の通学制聾学校における口話法への転換の実態を検討した木村・岡・中村 (2009) がある７｡

これまで通学制聾学校の発展の主要因として指摘されてきた口話法だが､ 口話法の果たした役

割の一次資料を用いた検討は長年の課題であり､ この研究課題がようやく着手されたといえる｡

とりわけ､ 世紀転換期の発展を担った主要都市を､ シカゴ､ ミルウォーキー､ シンシナティ､

クリーブランドと複数比較検討したことによって､ 多様な類型をもつ通学制聾学校のその多様

性が整理され､ 同時に､ 口話法の果たした役割の共通性がより際立ったといえる｡ また､ 特殊

学級の記述が､ 報告の一部としてしか扱われない公立学校年次報告を用いた特殊学級史研究が､

複数都市を横断的に比較することによってその資料的制約を補完しうることを示したという点

において､ 特殊学級史研究における方法論的意義があるといえよう｡

����������	

最後に､ 本稿のまとめを記すとともに､ 本稿で見てきた日米における通学制聾学校史研究の

課題について示しておく｡ 第二章では､ 本国アメリカにおける通学制聾学校研究について整理

した｡ まず､ 1920年代～1950年代の研究は､ 聾教育が再編され､ 特殊教育の確立がなされる時

期にあり､ そのような時期にあって必要な研究課題として､ これまでの教育の歴史を整理する
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アメリカ通学制聾学校史研究の研究視点の変遷とその教育的・社会的背景
―日米の研究を中心に―

沿革史的研究が中心となっていたことが分かった｡ その後､ 通学制聾学校に関する研究はあま

り研究者の関心を引かなかったが､ 1980年代には､ 障害児教育制度に大きな変革をもたらした

1975年の��94�142施行後の学校措置の変化を検証する研究関心からの研究がいくつか見られ

た｡ 一方､ 同じく1980年代から聾教育研究一般の研究動向のブームが､ 通学制聾学校研究にも

見られる｡ それは､ 聾者の視点からの研究で､ 1980年代には聾教育の歴史を手話・聾者復権的

な視点から編纂する研究が行われ始める｡ その後､ 1990年代には､ 1970年代から始まった聾児

のインクルージョンに対する批判的な視点から学校措置の問題を検証しようと考える研究者ら

が､ 通学制聾学校の歴史の評価に言及するようになるが､ 批判的結論が先行して方法論的には

より慎重さが求められる研究も散見された｡ 他方､ 1990年代半ばからは､ インクルージョンが

世界的レベルで理念的指針となり言語・文化の多様性が認められるようになると､ 過度に聾者

の独自性を戦略的にアピールする段階を過ぎたようである｡ 通学制聾学校研究は､ 一次資料を

用いて､ あるいは聾者の社会生活の情報を豊富に含む聾者刊行新聞などを用いて､ 通学制聾学

校の歴史を捉え直そうという研究動機がうかがえるようになる｡ 学校の創設された公立学校や

州政治､ 聾者社会等との関連が注目され､ いわば､ 社会史的な研究も見られるようになる｡

次に､ 第三章では､ 日本における通学制聾学校研究について整理した｡ まず､ 1970年代～

1980年代は､ 特殊教育史が精神薄弱問題史研究の一連の研究グループらによる方法論の確立

のもと活性する時期にあったが､ 特殊教育分野では1970年代からの統合教育の試行､ 聾教育分

野では口話法の改良の只中にあって､ 通学制聾学校が研究者に関心をもたれることになった｡

一方､ 1990年代からは､ 特殊学級を公立学校問題､ 都市社会問題として着目した研究が着手さ

れ､ また2000年代に入ると､ 長年の課題であった一次資料を用いた研究が始まる｡ これらの研

究の背景には､ インクルージョンが進展するなかでの特殊教育､ とりわけ特殊学級の再評価が

必要になってきたことがあげられる｡

最後に､ 通学制聾学校研究における今後の課題について述べる｡ アメリカの研究においては､

第一に､ 聾当事者の重要メディアであった寄宿制聾唖学校刊行あるいは地域の聾者刊行のロー

カル新聞等を資料とした研究の更なる発展が期待される｡ ����のような研究によって､ 通学

制聾学校の新しい側面が解明されること､ 特に通学制聾学校と地域の聾当事者との関わりが明

らかになることが期待されている｡ 第二に､ 通学制聾学校における黒人､ 移民､ 貧困層などの

マイノリティの位置に関する検討は十分になされてきているとはいえない｡ 民族や社会階層の

問題は､ アメリカ社会における教育問題の分析において重要な要素であるが､ 資料の制約が予

想される｡ このような研究課題を分析可能とするような方法論の工夫が求められるだろう｡ 第

三に､ 20世紀前半から1970年代以降の聾教育における学校措置の遷移の諸相､ さらにインクルー

ジョンの進展へのつながりの解明である｡ これは､ 日本の研究にも共通した重要な研究課題で

ある｡

一方､ 日本の研究においては､ 第一に､ 戦後の施設史研究から培われ継承される方法論に基

づいた質の高い研究法によって､ 更に､ 地域史・個別史研究が発展することが望まれる｡ 第二

に､ そのような方法論的強みのある日本の研究成果をアメリカ本国へ発信することが期待され

る｡ これまで日本の研究成果は､ 自国の教育問題や研究関心から発端することもあって､ 英語

等の言語によってアメリカや諸外国へ発信されることがほとんどなかった｡ しかし､ その研究

成果の発信により､ 相互の研究知見の交流と活性が促進され､ 日米の研究の長短を補強するこ

とが望まれる｡
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